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共同代表挨拶 

 

潮谷 義子 
（共同代表／スペシャルオリンピックス日本・熊本 理事長、前熊本県知事）） 

 

 

 
 

皆さんおはようございます。今日、明日を通して、私

ども FLECフォーラムを開催いたします。 

今朝のテレビのニュースによりますと、ついに新型コ

ロナウイルスに感染した人たちは 8 万人を超えたと、情

報が流れておりました。職場、家庭、社会全般への影響

の大きさを私たちは感じております。そんな中で FLEC

フォーラム第 4 回をやるのかと、そういうお声も聞こえ

ないではありません。しかし、私たちはオンラインを通

して第 4 回目のこのフォーラムを実施します。それは熟

慮に熟慮を重ねた上での結論です。その理由の一つに、

皆様ご承知のとおり、この春にも児童福祉に関わります

改正が行われます。また一方で、こども家庭庁の発足

等々に向けて、今急ピッチで様々な観点から考慮が進め

られ、体制づくりが進められているところでございます。 

私たちは未来を担うこどもたちの権利がどのように守

られていくのか、そのことに対して家庭も自治体も国も、

どんな姿勢で「今」というときを乗り越えていくのか。

大きな課題があるその節目のときです。諸々を考えまし

たときに、新型コロナウイルスという大変な状況はあり

ますけれど、とにかく今回は私たち、オンラインを通し

てでも情報を共有し、家庭養護につながる組織の皆様、

個人の皆様たちがそれぞれ何をなすべきかということを

考え、実践に移し、共通的な認識の中で一歩を進めて行

かなければならないのではないか。そういう思いで、実

施を躊躇する理由は色々とございましたけれど、それを

乗り越えて、というのが今回のフォーラムの趣旨でござ

います。大変貴重な時間を皆様方から頂戴いたしますこ

とに心からお礼を申し上げます。 

またさらに申し上げますと、今回早稲田大学人間科学

学術院の皆様たちの共催としてのお力添え、それから日

本財団から助成を頂戴するということで、一歩を踏み出

すことができました。また今日は来賓として、厚生労働

省から橋本こども家庭局長、そして日本財団からは吉倉

日本財団常務理事がご参加いただいております。今日は

基調講演として、社会的養護専門委員会の報告の概要と、

児童福祉法改正の展望。こういうテーマの下に、中野こ

ども家庭局家庭福祉課長からご講演を頂戴することにし

ています。大変貴重なときでございますので、皆様どう

ぞよろしくお願いいたします。 

最後に、私は 2001 年の世界こども白書の宣言の一部

を朗読させていただき、冒頭の挨拶に代えさせていただ

きます。「こどもの権利の保障は、こどもの人生のスタ

ート時点で開始されなければならない。この大事な時期

にこどもたちのためにどのような選択をし、行動をする

かがこどもの発展だけではなく、国の前進のために影響

を与える。こどもの権利の行動を守るために、こども時

代の 18 年間がすぎるのを無為に待つことはできない。

責任ある政府が最大の優先的関心を払って、法や政策、
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プログラム、資金の面での決定を下すことに値する。に

もかかわらず、こどもと国の双方にとって悲劇的なこと

に、この時期のこどもに対しては最も関心が払われてこ

なかった。社会的養護は最も関心が払われてこなかっ

た。」そのように位置づけられているそのこどもに、最

大の関心を払い、こどもの権利を守っていく。そのため

の論議をさらにさらに深め、実行性と法的な反映につな

げてまいりたい。このように考えているところでござい

ます。どうぞ 2日間よろしくお願いいたします。 
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橋本 泰宏 
（厚生労働省子ども家庭局長） 

 

 

 
 

皆さんおはようございます。厚生労働省でこども家庭

局長をしております橋本と申します。どうぞよろしくお

願いいたします。第 4回 FLECフォーラムの開催にあた

りまして一言ご挨拶を申し上げたいと思います。今の潮

谷先生からのお話にもありましたように、今年も新型コ

ロナウイルス、このオミクロン株の感染拡大という大変

厳しい状況の中で、ハイブリッド型の開催になったとい

うふうにお聞きしております。こういう大変厳しい状況

の中にも関わらず、主催者の皆様、そして参加者の皆様

の熱意によって多くの方の参画を得て開催されますこと

を心からお喜び申し上げるとともに、敬意を表したいと

思います。 

 

さて、最近のこども関係の施策を振り返ってみますと、

平成 27年に子ども・子育て支援法が施行され、そのあ

とも平成 28年、令和元年と法改正を重ねて、その中で

児童福祉法の理念を明確化するとか、子育て世代包括支

援センターや、こども家庭総合支援拠点の設置を進める、

市町村や児童相談所の体制を強化する、社会的養育の質

の向上を図る、そういった様々なことに取り組んだわけ

でございます。しかしながら、児童相談所の児童虐待相

談対応件数が増加の一途をたどり、令和 2年度の速報値

では 20万件を超えました。このことに端的に示されて

おりますように、こども、そして子育て支援ということ

をめぐりましては、今なお大変厳しい状況であり、多く

の課題がある、そのように言わざるを得ない状況かと思

っております 

 

このため、昨年の 4月以降、社会保障審議会児童部会

の社会的養育専門委員会におきまして、大変精力的な議

論を重ねてきていただいております。今回の FLECフォ

ーラムにも、この専門委員会の委員の皆様方が数多く参

加されております。そして一部を除きまして、昨年暮れ

に報告書案を取りまとめていただいております。この中

には非常に多くの中身が含まれているわけでございます

けれども、例えば市区町村における身近な相談機能の整

備、あるいはこの市町村における一体的相談機関の設置。

そしてそういった機関において計画的、効果的に支援す

るためのサポートプランの作成。そして、訪問による生

活支援など、いくつかの新たな事業を創設するというこ

と。それからこどもの意見の聴取ですとか、あるいは意

向表明支援の体制整備、そして権利擁護のための環境整

備。こういったものを進めていく。さらには、社会的養

育経験者の自立支援ということの充実を図る。一時保護

を開始するときの判断に司法審査を導入する。数え上げ

ればいっぱいあるわけですけれども、例えばこういった

中身が盛り込まれているわけでございます。 

 

非常に多くの論点がある中で、最後までなかなか一致

点を見出すことができずにきたのが、こども家庭福祉の
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現場で従事する方々の資格の問題でありました。これに

ついては非常に長きに渡る議論が続いてきておりまして、

社会的養育専門委員会においてなお結論が出ておりませ

ん。同時にこの問題については、与党自民党の厚生労働

部会でも何度も議論が重ねられまして、昨日開催された

部会で、「厚生労働部会 児童福祉法改正にあたっての

取り決め」という表題の対応方針がとりまとめられまし

た。その内容も含めて、このあと担当課長から報告があ

ると思いますけれども、私どもとしては、この社会的養

育専門委員会でのご議論、また今申し上げた自民党のほ

うでの対応方針、こういったものを踏まえて、現在開か

れている通常国会に児童福祉法等の改正法案を提出する

ことを目指して準備を進めてまいります。 

 

また今回の報告書案に盛り込まれている事項につきま

しては、法改正に先立って予算事業をスタートさせるも

のも数多く含まれてございますので、令和 3年度補正予

算から順次実施に移してまいります。これらをより良い

施策としていくために、今後とも引き続き関係する皆様

からご意見をお伺いしながら、丁寧に進めてまいりたい

と思っておりますので、よろしくお願いいたします。 

 

また昨年 12月 21日には、いわゆる「こどもまんなか

社会」というものを目指すために、こども家庭庁を、令

和 5 年度のできるだけ早い時期に創設するということや、

今後のこども政策の基本理念、それに基づく取組みにつ

きましての基本方針、こういったものを閣議決定いたし

ました。この関係におきましても、現在開かれている通

常国会に、こども家庭庁設置法案と、それに伴う関係法

令の整備法案を提出すべく、今準備を急いでいるところ

でございます。 

 

こども家庭庁は、既にいろいろ報道されておりますけ

れども、こども政策に関する内閣としての司令塔機能で

すとか、あるいは現在内閣府や文部科学省、厚生労働省

で担っている、そこから移管される事務などを担う役所

ということになります。厚生労働省の関係では、現在子

ども家庭局が所掌する事務の大部分と、それから障害保

健福祉部が所掌する障害児支援に関する事務、こういっ

たものがこども家庭庁のほうに移管されるということに

なります。設置法案が成立したあかつきには、既にもと

もと今の組織の中で取り組んでいる様々な仕事をやりな

がら、なおかつ新しい組織への移行作業ということを進

めていかなければなりません。さらに与党におきまして

は、こども基本法に関する党内論議もスタートいたしま

した。どのような理念を盛り込んでいくのか。こども政

策の調査、勧告等を行う機関をどうするのか。既存のこ

ども関係の基本法との関係をどう整理するのか。数え上

げれば様々な検討課題があるものと承知しております。

与党における議論が今後どのように進むのか、われわれ

としてもしっかり注視をしながらいろいろ協力をしてま

いりたいというふうに考えております。 

 

以上申し上げました通り、この先しばらくはこの社会

的養育専門委員会や与党でのご議論を踏まえた児童福祉

法の改正とその実施、こども家庭庁の創設という、この

二つの大きなうねりの中で、また同時に保育所を初めと

する各施設での新型コロナへの対応が待ったなしで求め

られている状況の中で、こどもが健やかに育つことがで

きる社会づくりに向けた様々な施策を着実に進めていか

なければなりません。率直に申し上げて、何年分もの仕

事を一度にしなければならないような危機的状況に今ご

ざいまして、私ども子ども家庭局の職員一同ぼろぼろの

状態にございます。しかしながら、厚生労働省としては

できる限り現場の皆様の期待に添えるように精一杯努力

をしていきたいと考えております。 

 

昨日から始まったこの第 4回 FLECフォーラム、明日ま

で中身の濃いセッションが目白押しというふうに伺って

おります。今回のフォーラムの熱い議論の中から、厳し

い状況に置かれているこどもたちに何ができるのか、何

をしていかなければいけないのか、そのことに関する

様々なヒントが生まれ、それが現場の実践につながって

いく。そんな有意義なフォーラムになるということを期

待しております。以上をもちまして私からの挨拶とさせ

ていただきます。本日は誠におめでとうございました。 
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吉倉 和宏 
（公益財団法人日本財団常務理事） 

 

 

 

 

 
日本財団常務理事の吉倉でございます。毎年この

FLEC フォーラムにご招待をいただき、ご挨拶の機会を

頂戴しております。心より御礼を申し上げます。この

FLEC フォーラムはこどもの社会的養護に関わる様々な

方々が、横断的な討議を行う場ということで、2018 年

の第 1 回フォーラムの開催から毎年日本財団としてご支

援をさせていただいております。個人、団体を含めた民

間の立場も交えて、こういった議論ができるというのは

大変貴重でございますし、かつ、日本に大いに不足して

いる重要な場だと考えています。そういった意味で、今

年予定されている児童福祉法の大幅改正、これに向けて

FLEC から提言を出されたと伺っています。大いに意義

のあることではないかと思っております。 

日本財団ではこれまで里親、そして特別養子縁組の推

進に向けて、固い意思をもって取り組んでまいりました。

多くの方々に知っていただきたいという思いから、里親

を増やすための、このフォスタリングマークをつけてお

りますが、こういったマークをこどもの家庭養育推進官

民協議会と一緒に作り、普及啓発を行ってまいりました。

このマークだけではなく、2018 年度からは普及の次の

段階として、全国 10 カ所でフォスタリング機関の立ち

上げ、これはモデル事業として助成してまいりました。

このうち、多くの団体が自治体から受託を受けて活動を

継続してくださっています。今後ほかの自治体でもフォ

スタリング機関を立ち上げる際には、大いに参考になる

と確信しています。先陣を切って、リスクをとってフォ

スタリング機関を立ち上げてくださいました 10 団体の

方々、そして議会の理解を得て予算を確保していただき

ました自治体の方々には、心より敬意と感謝を申し上げ

たいと思います。 

また、毎度のことですが、ニュースでも取り上げられ

る度に心が傷みます、こどもの虐待死が跡を絶ちません。

この多くは、被害にあっているのは 0 歳児のこどもたち

です。そのため、妊娠期から切れ目ない支援が何より大

切だと言われています。財団では、妊娠 SOS相談窓口と

銘打ちまして、この実施者を募集しました。相談窓口の

設置と、妊産婦の居場所の確保、これを呼びかけました

ところ、16 団体が手を上げてくださり、当財団の支援に

よりまして、相談窓口や居場所だけではなく、研修によ

り人材育成、ネットワーク会議による横の連携も図って

くださっております。 

さらに本年度、2021 年度からは、いよいよ家庭養育

という名の根を張る仕事としまして、三つの自治体と連

携したモデルプロジェクトを開始いたしました。三つの

自治体とは山梨県、大分県、そして福岡市になりますが、

3 歳未満の里親委託率 75 パーセントの達成を 2025 年

度末までにともに目指すべく、各自治体に 5 年間でそれ

ぞれ 5 億円規模の助成を行い、集中的に事業展開をして

いるところです。厚労省が 2018 年にこの目標を掲げた

際、官政革命とまで言われた政策目標ですが、これを達

成させ、こどものためにあるべき姿に私たちはこだわっ

ていきたいと思っています。 
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この自治体の中ではほかに例のない取組みも進めてお

られまして、例えば大分県では乳幼児をいつでも預かる

ことのできる里親さんを確保する。そのための乳幼児短

期緊急里親モデルといった事業も始めておられます。そ

れぞれ結果は未定でございますが、ぜひともこのプロジ

ェクトの行方にご注目いただければと思います。 

さらにこれから先の話になりますけれども、こういっ

たこどもにまつわる様々な課題は至るところで起きてい

て、ここに参加されている多くの皆様が個別に対応され、

力尽きるまで孤軍奮闘を強いられているのではないかと

想像しております。もっと根本的なところで、制度設計

のお直しが必要ではないかと。そのために、こどもの権

利条約に基づいたこども基本法の制定、これを目指した

いと考えております。皆様ご承知の通り、日本には障害

者基本法、男女共同参画社会基本法といった基本法と銘

打つものが 40 を超えて存在しています。しかしこども

については基本法がありません。 

こどもは保護する対象であったり教育の対象であった

り、あくまでも大人の制度設計。日本は身も心も大人社

会になっている。ここが根本的にこどもを守れない根源

になっているのではないかと考えています。大人や親の

権利だけではなくて、こどもを中心に考えられる社会に

していくために、こども基本法をなんとか制度化しまし

て、理念、方針を規定する必要があると考えています。

せっかく今回こども家庭庁の設置法案を議論するという

ことでございますので、理念や方針を定める基本法案と

セットで法案提出を期待したいと考えております。 

私どもも民間の財団としまして、家庭養護の推進に向

け、さらなる努力を進めてまいる所存です。ご出席の皆

様もそれぞれのお立場から、引き続き家庭養護の推進に

向けて、広く、深く、そして強く、優しく取組みの展開

をお願いしたいと考えております。最後になりますが、

本フォーラムの開催にあたりまして、多大なるご尽力を

いただきました関係者の皆様に厚く御礼を申し上げます

とともに、本日ご出席の皆様のますますのご健勝、ご発

展、そして本フォーラムの成功を心より祈念いたしまし

て、私のご挨拶とさせていただきます。ありがとうござ

いました。 
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中野 孝浩 
（厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課長） 

 

 

 
 

 
改めまして、皆さんおはようございます。ただいまご

紹介いただきました、厚生労働省で家庭福祉課長をして

おります中野と申します。本日は貴重な時間をいただき

ましてありがとうございます。新型コロナウイルス感染

症は大変猛威を奮っているという状況の中でこのイベン

トを開催されますこと、関係者の皆様のご苦労は、大変

だったことと思います。改めて皆様のご苦労に敬意を表

したいと思います。 

さて、冒頭私どもの局長のほうからもお話がありまし

たとおり、児童福祉法の見直し、その議論が今進められ

ております。このフォーラムの開催にあたりまして、こ

うした議論の状況、行政説明ということで、パネルディ

スカッションの議論の素材となるようなお話をさせてい

ただきたいと思います。11 時 45 分までお話をさせてい

ただきます。よろしくお願い申し上げます。 

まず社会的養育をめぐる現状についてお話をしたいと

思います。冒頭の来賓の皆様、あるいは主催者の皆様か

らのお話にもありましたとおり、家庭養育の推進、家庭

支援、これが大きなテーマになってきたわけでございま

す。平成 28 年には児童福祉法の大改正が行われまして、

家庭養育推進という大きな方針が法律に定められました。

改めて復習をしておきますと、児童が心身ともに健やか

に育成されるように、家庭に近い養育環境を進める方針

が示されたわけでございます。これはよく里親というと

ころがクローズアップされるわけでございますが、改め

てこの図をご覧になっていただきますと、やはり実親の

部分、こちらに書いてございますが、実親による養育と

いうところも含めて当然家庭養育ですので、最優先にな

るということでございます。一方、現在の実情を申し上

げますと、一つは核家族化が進み、また地域のつながり

というのも希薄化しているとう状況の中で、この家庭を

めぐる環境、非常に厳しい状況になっているということ

でございます。 

そうした中、虐待相談対応件数がどんどん増えている、

右肩上がりの状況です大まかに申し上げまして、20 万件

虐待相談対応件数になっているという状況ですが、その

うち措置にいたる、つまり、里親とか施設入所にいたる

件数は 4,300 件という状況でございます。つまり、20

万件と 4,300 件、この隙間のところ、ここは家庭にある

ということですので、この家庭を支えるところが非常に

重要になるわけでございます。 

ただその家庭支援、いろんな支援の施策が講じられて

きているのですが、必ずしも十分かというとそうではな

いという実情にございます。今回の見直しの大きな柱は、

この「家庭支援」です。さらに家庭と同様の養育環境。

これは里親さんへの支援というところが大きな課題にな

っておりまして、里親の皆さん、大変苦労されながら養

育をされているわけですが、里親支援の体制、環境整備

についても、必ずしも十分ではないという状況でござい

ます。そのあたりの施策についても今回の児童福祉法改

正の中で検討されているということでございます。合わ

せまして、施設の方々も大変苦労されておられるわけで

すが、施設につきましても、できる限り家庭に近いとい

うところで小規模化、こちらを進めるという取組みを合

わせて講じております。 

まずその制度改正の話になる前に、そのあたり、今現
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状ですでに講じているところの予算措置等の施策につい

て、説明をさせていただければと思います。今申し上げ

たように、家庭養育推進について、このあたり、法改正

を待たずしてできること、つまりこれは法律改正をしな

いとできないということではなくて、予算事業というか

たちで進めるべきはどんどん進めていかないといけない

ということでございます。そこで、特に令和 3 年度から

いろんな取組みを「予算事業」という形で進めてきてい

るわけでございます。 

一つは、施設の多機能化ということでございまして、

施設機能を、これは何も入所者に対する支援、当然これ

は重要な役割であるわけでございますが、施設に入って

おられる方に対する支援だけではなくて、その施設の専

門性を地域に展開する、施設の皆さんは非常に専門性を

持っていらっしゃるスタッフの方がたくさんいらっしゃ

るわけですが、そうしたその施設機能を地域に展開する

ということです。例えば心理療法担当職員、これは里親

さんとか、あるいはファミリーホーム、小規模な事業所

でなかなか心理的ケアが受けられにくい、自ら自前でそ

うした心理療法担当職員、専門性のある職員を確保する

のはなかなか難しい、そういう実態にございます。そこ

で、施設に心理療法担当職員を配置して、その方が地域

をめぐって支援する。こうした施設機能の地域展開とい

う事業をスタートさせています。これは具体的には措置

費というかたちで令和 3 年度から実施をしておりまして、

これはすでに「義務的経費」でございます。できるだけ

こうした事業をどんどん広げていきたいと思っている次

第でございます。 

すでに実施している予算事業のもう一つの例が、「親

子支援事業」です。次の制度改正の大きな課題の一つで

もあるのですが、家庭に子どもを帰すときの親子関係づ

くり、これをしっかり支援をしないといけない。これは

大きな課題でございます。こうした中、例えば乳児院と

か児童養護施設、そちらの専門性の高い職員の方の力を

お借りして、例えばペアレントトレーニングを行う、あ

るいは、親子一緒にこどもの発達に応じた育児の方法、

養育の方法、これを学習していただく。あるいはその相

談に応じて親子支援事業というかたちで実施をする。こ

れは地域の乳児院、それから児童養護施設、ここに支援

が必要な家庭の方、親子で通っていただく、あるいは泊

まっていただくというかたちで施設の機能を地域展開す

ると。この事業も今年度、令和 3 年度からスタートさせ

ているものでございます。 

こういうふうに、施設機能を地域展開するというよう

な事業、これは具体的に、例えばこちらは、ファミリー

ソーシャルワーカーを施設に配置して、家庭支援という

かたちで展開する事業でございますが、始められるもの

については既に始めているということでございます。ち

なみにこの施設機能の地域展開、これは次の制度改正で

も非常に重要になる考え方でございまして、施設か里親

と二元論的に考えるものではなくて、施設機能をできる

だけ地域展開していく。この図に記載されているのは新

しい家庭支援の事業で、今回の法改正で導入を検討して

いるものでございますが、その「受け皿」「担い手」と

しても、専門性の高い、こうした児童養護とか乳児院と

か、あるいは母子生活支援施設、こうした施設の方々が

期待されているわけでございます。施設機能の地域展開

というところを次の制度改正の「受け皿」としても期待

しているわけでございますが、制度改正を待たずしてこ

うした予算事業というかたちで既にスタートさせている

というところで、ぜひこうした事業の活用について、こ

れから多くの皆様に御検討いただければと思っている次

第です。 

ちなみにそれ以外の、里親委託の推進のための施策に

ついて、これも昨年のフォーラムでもお話をさせていた

だいたのですが、これは里親委託を推進するために、一

つは包括的な里親委託支援体制の構築というところで、

里親委託の推進プランを作っていただく。これは都道府

県等の自治体のほうにこの里親委託率の推進を図るとい

う計画を作っていただいた場合については、国の補助率

について引き上げをするというインセンティブを与える

ということでございます。 なかなかこのフォスタリン

グ事業、広がらないというところが課題として指摘され

てきたわけでございますが、その背景としまして、自治

体サイドとしてはなかなか財源が確保できないという問

題点が指摘されてきました。そこで国のほうとしては、

里親委託推進、これを熱心に取り組む、家庭養育を進め

たいという熱意を示した自治体に対してはしっかり支援
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するという観点でこうした計画を作った自治体に対して、

国庫補助率を引き上げるという事業を、これも令和 3 年

度から実施しているということでございます。令和 3 年

度から令和 6 年度まで、この 5 カ年を里親委託推進の集

中取組期間というふうに位置づけているところでござい

まして、この間、この計画を作っていただいた自治体に

対して里親委託を集中的に推進するという取組みを実施

してございます。 

ちなみに具体的に里親委託推進計画に手を上げていた

だいた自治体は、ここに書いています通り 35 自治体で

ございます。この自治体数、もう少し増やしていきたい

と思っています。要件としましては、これは国のほうで

示しておりますが、特に里親委託を進める必要性が高い

3 歳未満児に対する委託率を国の基準通り 75 パーセン

トにする、あるいは、足元の数値よりも 3 倍以上増やす

という計画を立てることとしていますが、こうした取組

み、さらにしっかり進めていきたいと思います。 

里親さんの委託をしたとしても、そこに対する支援体

制とセットでなければなかなか上手く回らないというこ

とだと思います。フォスタリング機関というのが非常に

重要な役割を果たすわけでございます。里親さんと、い

わば相棒関係というか、ペアになってフォスタリング機

関が一緒に支える、こどもを真ん中に置いて、フォスタ

リング機関と里親さんが一緒になって里子さんを支える。

そういう体制づくりが重要なわけでして、そうした意味

で、こうした里親支援機関に対する補助の充実、これを

しっかり努めていきたいと思いますし、のちほどお話を

します次の制度改正でも、ここについては強化をしたい

というふうに考えています。里親支援機関につきまして、

これは法律に位置付けた「事業」というかたちで、具体

的に事業化をすると。今のフォスタリング事業は児相の

機能というかたちで位置づけられているわけでございま

すが、そこを新たな「事業」として、できれば第二種社

会福祉事業というかたちで明確に児童福祉法に位置づけ

るという方向でしっかり検討してまいりたいというふう

に思っています。 

ちなみにこの資料は、フォスタリング機能を書いてい

ます。来年度予算、まさに今予算委員会、国会で議論さ

れているところでございますが、このリクルートから委

託の支援にいたるまで一連の支援、これを予算事業でや

っているところでございますが、特に委託後の支援、こ

こについて来年度予算でもさらに強化をするという中身

を盛り込んでございます。かいつまんで説明をしますと、

フォスタリング機関、これがお子さんを預かる事業です。

二つ目のところに書いてございますが、このレスパイト

の機能というところのニーズが非常に高いわけでござい

ます。この FLEC フォーラムの主催の藤井さんのほうか

らも夜中に困ったケースがあったとき、なかなか児相と

は連絡がつながらないと。特に、里親さんが疲れてしま

ったときどうするかという、そのあたりのニーズが非常

に高いわけでございます。そうしたその声に応えるため

にこのレスパイトの事業、これをフォスタリング機関の

事業として補助対象に加えるという見直しを行いました。 

また新人の里親さんに対する支援。これも経験豊富な

ベテランの里親さんがお互いに支援をするというような

事業です。これも来年度からスタートするかたちにして

ございます。里親さんのノウハウ、これをお互いに生か

し合うというかたちで、例えば新しく登録した里親さん

のところにベテランの里親さんが派遣されると。逆にベ

テランの里親さんのところに新人の里親さんがお邪魔を

するというようなかたちで、里親さんの支援のノウハウ

を学ぶという取組みです。これは相談に応じたり、悩み

に応じたりというかたちで、里親さんがバーンアウトし

ないような支援、こうした支援も里親支援事業の中に取

り込むということでございます。 

ちなみに、次の資料は、なかなか手を上げてくれる自

治体は少ないのですが、自治体負担なしで、「提案型事

業」というものも今実施できるようになっています。こ

うした事業、もちろん、施設の方も担い手になっていた

だけると思うのですが、いろんな工夫をこらして、例え

ば今フォスタリング事業では、市町村が必ずしも役割は

位置づけられていないのですが、市町村と上手く連携し

た支援とか、そういったところも含めてこうした自治体

提案型のモデル事業、これは既定の国庫補助の対象にな

らないところも含めて、自由に企画ができるという事業

ですので、各地の皆さんの提案型で募集をしているとこ

ろでございます。自治体負担ございませんので、ぜひ積

極的に地域のほうからご提案いただければと思っていま
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す。昨年度から始まっているのですが、なかなか提案い

ただけない状況ですが、まだまだ募集中でございます。 

次の課題でございますが、ケアリーバーについてです。

施設の退所者の支援も大きな課題でございまして、来年

度予算からアフターケアの支援ということで、支援コー

ディネーターの配置のところをご覧ください。アフター

ケアの事業、これは補助事業でなかなか実施をしてもら

えないというところが大きな課題になっているわけです

が、大きな自治体でも都道府県ごとに 1 カ所という縛り

が今まであったわけですが、そこを緩和しまして、例え

ば大阪とか東京とか大きいところを含めまして、児相単

位で設置をすることができる、というかたちに緩和をす

ることとしました。このように、それぞれ課題に応じた

ようなかたちで、予算事業というかたちで支援の取組み、

足元からできることをぜひ実施をしていただきたいとい

う思いも込めまして、予算事業の中でケアリーバー支援

の拡充措置を盛り込んでいるというところでございます。 

さて、次に、児童福祉法の改正でございます。もちろ

ん予算事業でやれることはやれるのですが、やはり制度

改正が必要である、制度の中にしっかり位置づけないと

できないということはございます。そこで、社会的養育

専門委員会で今議論されている中身の方向性についてお

話したいと思います。社会的養育専門委員会、冒頭の局

長のご挨拶の中にも触れられましたが、昨年の 12 月、

中身について概ね合意を得たという状況でございます。

1 カ所、いわゆる「資格」のところだけについては取り

残しというかたちになっていまして、局長の話でも若干

触れられましたが、昨日、これは自由民主党の部会の中

で方向性の提示がなされているという状況でございます。

自民党の提言を踏まえまして、その後与党の手続きを経

て、通常で言いますと 3 月中に閣議決定を経て法案にな

るというプロセスを経るわけでございますが、その中で、

いわゆる「資格」については現任者の質向上というとこ

ろについて今回は盛り込むという方向性が示されまして、

そうした現任者の仕組みを導入後の資格のあり方につい

ては継続検討というかたちになっているところでござい

ます。 

そうした社会的養育専門委員会、昨年から精力的に議

論が進められてまいりまして、山縣先生はじめ、今日の

フォーラムの参加者の皆様にも大変なご尽力をいただき

まして、大きな方向性が取りまとめられ、今まさに法案

化の作業を急ピッチで進めている状況でございます。背

景を振り返りますと、一つは冒頭家庭支援の話をさせて

いただきましたが、子育て家庭の孤立という問題があり

まして、多くのお母様はやはり御縁のないところで子育

てをしているという状況の中で、困ったときに子どもを

預かってくれる人もいないという方が約 6 割、そんな状

況であります。さらに悩みを共有する人もいないという

ことで、お父さんお母さんが子育てに悩んでいながら誰

にも相談ができないというような、そんな状況が見られ

るわけでして、そうした状況の中、虐待相談対応件数、

冒頭申し上げた通り非常に増えているというところでご

ざいます。 

虐待相談対応件数が増えている背景ですが、家庭が悩

みを持っていながらどこにも相談できない。核家族にな

って、家庭の中でも頼れる人がいませんし、地域の中で

も、昔であれば地域の中で子育て世帯はたくさんあって、

誰かにこどもを預かってもらえる、あるいは悩みを打ち

明ける。そういう関係が近所の中にあったわけですが、

今はそういうわけにもいかないと。下手すればこどもが

泣き出したら近所から逆に文句を言われてしまうという、

さらにストレスを溜めるような、そういう厳しい状況に

あるということでございます。 

そうした中、0 歳児の虐待、これは先程日本財団さん

のお話の中にも触れられていましたが、そこが非常に大

きいと。その背景の中には、就園していただければ、い

ろんなつながりができるわけでございますが、未就園児、

これは特に 0 から 2 歳のこどもさんの場合については、

約 6 割が未就園という数字が出てございますが、このあ

たりの支援をどういうふうにするかというところが一つ

課題になるわけです。それで、ハイリスクのお子さんを

見つける一つの手立てで、検診が一つの大きな柱になり

ます。新生児や 1 歳 6 カ月、それから 3 歳児、ポピュレ

ーションアプローチということで幅広く全てのこどもを

対象にこうした検診が行われているというところで、こ

こで支援の必要性が把握されたという家庭に対しては、

養育支援訪問というかたちでフォローがされるというか

たちになってございます。ただ一つ、これは、いわば
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「点」による把握に留まっているというところで、継続

的にリスクの把握をするというような手法は必ずしも十

分ではない。さらに養育支援訪問だけで本当に支援が十

分なのかというところが見て取れるわけでございます。 

具体的なその支援の中身を見てみたところ、一時預か

りとかショートステイ、それから養育支援訪問、いろい

ろございますが、要支援児童、支援が必要な児童一人あ

たりというかたちでデータを見ますと、例えばショート

ステイですと、要支援家庭についてでは、年間 0.5 日。

それから養育支援訪問ですと、年間約 1 件。さらにもう

少し幅を広げまして、先程申し上げたとおり、未就園、

どこともつながらないことが結構リスクが高い未就園の

こどもさん一人あたりというかたちで見ますと、一時預

かりですと年間 3 日間、ショートステイですとなんと年

間 0.05 日という、非常に心もとない状況ということで

ございます。つまり子育て支援、こうしたサービスの中

身というところが本当に十分なのかどうかというところ

が課題になっているわけです。把握の問題、点の把握に

すぎないというかたちになっているところと、それから

仮にリスクが高い、支援が必要だということを把握でき

たとして、必要な支援サービスが十分かというと、必ず

しも十分ではないという状況が見て取れるわけです。 

その結果として、例えばリスクの高い家庭の一例とし

て、ヤングケアラー、こどもでありながらこどもらしい

生活ができない。例えば宿題、勉強もできない、寝る時

間さえ十分とれないというようなお子さんが中にはいら

っしゃるわけです。こうしたヤングケアラーという課題

も一つの社会現象といった形で発生しておりますし、究

極的には自殺といった問題があるのですが、この自殺の

背景を見てみますと、一番多いのは健康問題なのですが、

健康問題と並んで自殺の背景としては家庭問題があり、

その家庭問題の中身をさらに分析しますと、親との関係

の不和、それから家族関係が難しい、それから逆に家族

から叱責をされる、怒られる。この三つが多くを占める

ということでありまして、やはり家庭に対する支援、特

に親子関係を上手く形成する支援をしていくというあた

りの課題が大きいことも見て取れるわけでございます。 

結果的に、先程家庭復帰の話をしました。20 万件の虐

待相談対応件数があって、実際措置にいたるのは 5,000

件を割り込んでいる 4 千数百件という状況です。その隙

間のところは家庭にいるわけですが、措置がなされない

ケース、それから措置をしたあと家庭復帰するケース、

いろいろあるのですが、措置をしたあと家庭復帰をした

ケースを見てみますと、翌々年度の 11 月、ですから 1

年ちょっと経った時点で再措置、ないし一時保護という

かたちになっているケースが 13.2 パーセントです。結

構な割合の数が家庭復帰後もさらに問題を起こして再措

置というかたちになっているというところがこのデータ

から見えてくるわけですが、このあたりから家庭に対す

る具体的な支援のニーズがあることもわかるわけでござ

います。 

 そこで今回の児童福祉法改正、大きなポイントを申

し上げますと、まず身近なところでしっかり把握できる

ように、把握、マネージメント機能の強化ということで、

身近な相談機関を作りましょう、それからその支援内容、

具体的な支援の中身、ここを充実させる。これも待ちの

姿勢だけではなくて、リスクが高くてサービスを使って

くれないという方に対しては、むしろ市町村の側から行

政の側から利用勧奨をすると。利用勧奨しても使ってく

れない場合については「措置」というかたちで、利用を

働きかけると。そうした権限を市区町村のところに設け

るというような、そういう制度改正を実施するというこ

とを予定してございます。 

さらに「児相の機能を強化」するというところで、支

援体制の強化をいくつか書いてございますが、里親支援

機関、フォスタリング機関、これについて位置づけを強

化する、今はフォスタリング事業は県の事業というかた

ちで、県の事業を民間に委託するというかたちになって

いるのですが、こうした里親支援事業を民間事業として

しっかり法定化する、これは「児童福祉施設化」という

ふうに書いていますが、いわゆる児家センのように、児

童福祉法に明確に規定された事業として、里親支援機関、

フォスタリング機能を位置付ける、民間事業者が実施す

る事業として、可能であれば第 2 種社会福祉事業にする

方向で検討中ですが、そうした具体的な事業というかた

ちで位置づけることを予定しています。 

 さらに「一時保護開始時の司法審査の導入」。司法

審査は現行、2 カ月超えの場合は既に導入されているわ
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けですが、開始のところについては宿題になってござい

ました。開始時についても司法審査を導入する方向で検

討しています。さらに 3 つ目のところですが、こどもを

中心として考える社会的養育の質向上。これは潮谷先生

のほうからも冒頭お話がございましたが、こどもの意

見・意向聴取などについてです。権利擁護の観点から、

これはもう相澤先生が長年ずっと取り組んでこられたこ

とでもありますが、こどもの権利擁護について、意向表

明支援の体制整備、都道府県の役割というふうに位置づ

けること。さらに都道府県ごとに権利擁護機関を位置づ

けるというかたちにしたいと思っています。 

さらにケアリーバー、それからリービングケアの支援

も充実させるというかたちにしたいと思っています。 

もう少し具体的に見たいと思います。かかりつけの相

談機関。これは真ん中のところに一体的な相談機関とい

うふうに書いてございますが、ニーズを把握するという

観点で見たとき、これは役所の相談窓口のように「看

板」を掲げたところで、「待ち」の姿勢ではなかなか支

援が必要な方々が来てくれるわけではありません。皆さ

んご案内の通りだと思うのですが、より関係性が深いよ

うなところ、普段から通いやすいところ、そうした

「場」でこそ相談のニーズが把握できる。そこで、例え

ば保育所などにかかりつけの相談機関という機能を持た

せるというかたちにしたいと思います。その上で、地域

全体を目配せするマネージメント機能、拠点機能を創設

し、本当に支援が必要な人を把握した場合については、

ニーズを把握し、評価し、具体的にこういった支援をし

ていきましょうという「サポートプラン」という計画づ

くりをし、支援サービスにつなげる。そうした総合相談

機関、そこを位置づけるということでございます。 

市区町村のこども総合支援拠点、福祉の拠点、これは

28 年改正でできたもので、それから保健の拠点として、

いわゆるネウボラと言われている、子育て世帯包括支援

センター。この二つ、福祉と保健が必ずしも十分連携で

きないまま並立をしているという状況でございますが、

そこを一体化、機能するように一体化するという取組み

をしたいと思っています。全ての妊産婦、子育て世帯、

そうしたところを一体的に相談、支援できる。また、

「地域づくり」もできる、民間資源の創出もするという

取組み。このあたりを市町村の機能として法律の中に位

置づけるかたちにしたいと思っています。その上で、支

援が必要な方に対しては計画をしっかり作る、サポート

プランを作るというかたちで、支援がしっかりマネージ

メントされるような体制づくり、そこを進めていきたい

と思います。 

次に、具体的にそうしたマネージメントをしても支援

につながらなければ意味がないということでございまし

て、具体的な家庭支援のサービスメニュー、そこも位置

づけるということにしています。一つは、訪問です。家

庭に訪問して支援をする。それから預かりの支援です。

短期入所支援、これはもともとあるわけですが、使いや

すいように拡充をするということでございます。それか

ら通所、居場所づくりです。学校とか家とかに居場所が

ないお子さんが、これは問題になってくるわけです。孤

立した状況にあるお子さんに対して、地域の中でしっか

り居場所を作る。育成支援拠点事業、居場所づくり。こ

ども食堂みたいなものもだいぶ普及してきてはいるので

すが、児童福祉法の中で、支援の中身をしっかり強化し

たような、そうした居場所を位置づける。 

さらに先程申し上げた通り、具体的に親子間の関係づ

くり、このあたりも課題になるわけです。親子関係の形

成支援、これも市町村の事業というかたちで位置づける

ということでございます。なおこれとは別に都道府県事

業として親子関係の再構築について位置付けていますが、

こちらは、結構ハードなケースについてであり、そこに

対する支援は別途作るということでありまして、市町村

の事業というかたちでは、もう少しよりリスクの相対的

に低いケース、そこに対する支援の事業というかたちで

位置づけるということにしています。こうした市町村の

事業に位置づけるということで、単に市町村の事業とす

るだけではなくて、法定化し、市町村の計画的な整備を

図るために、これは子ども子育て交付金の対象にすると

いうかたちで財政的な位置づけも合わせて実施をすると

いう方向で今検討しているところでございます。 

 さらに「支援の必要性が高い人に対する支援」とい

うところで、一つは里親支援機関。これは後ほどお話し

たいと思います。こどもに対する支援というところで、

フォスタリング機関の法定化、義務的経費化。さらにケ
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アリーバーに対する支援。保護者に対する支援について

は、親子関係再統合の事業。これは県の事業として、先

程の市町村の事業とは別にしっかり位置づけるというこ

とでございます。妊婦への支援としては、産前・産後の

支援、これは非常にニーズが高いわけです。予期せぬ妊

娠をしたハイリスクの妊婦さんに対する妊娠期から、出

産支援、さらには、出産後、自分で育てる場合について

は子育て支援につなげるし、さらに自分で育てられない

となった場合については、社会的養育のほうにつないで

いく。そうした一連の支援も合わせて実施をするという

ことでございます。 

「一時保護の司法審査」、2 カ月超えは今でも法定化

されているわけですが、開始時については宿題になって

おりました。そこで一時保護の開始の際に、裁判官が一

時保護状で審査をする。一時保護開始のときから、これ

を事前審査にすると、本当に重要なケースでの保護を逃

す可能性がありますので、1 週間以内、これは実務的に

対応可能というところを議論した上で、一時保護開始か

ら 1 週間以内に裁判官の保護状をとるというような、そ

ういう手続きを導入することにしたということでござい

ます。 

次に「権利擁護」、これも県の業務というかたちで、

こうした権利擁護の体制整備に努めるという措置を今回

法律上位置づけるということにしています。また一時保

護とか、あるいは施設入所、里親委託、こうした措置に

あたる場合、措置の解除の場合も含めてですが、しっか

りこどもの意向を聞くというところも法律上に位置づけ

る。さらには、そうしたこどもの意向を聞くというだけ

ではなくて、意向表明を、これは支援をしないとこども

の場合については、当然意向表明はできないわけですの

で、そうした意向表明をサポートする意向表明支援事業、

これを法律の中に位置づけるとともに、意向表明支援員、

そうしたサポートをするサポーターの役割の配置も位置

づける。これは外部委託も含めて都道府県が考えていた

だくということですので、こうしたアドボケイトの体制

整備もしっかりするというかたちで検討していることで

ございます。 

次に、ケアリーバー支援についてです。これは今、補

助事業というかたちで、一定の条件の下、22 歳まで児童

養護施設に入ったとしても支援ができる形になっていま

す。一方で、義務的経費としては、自立援助ホームにつ

いては 22 歳まで支援ができるというかたちになってい

るのですが、逆に言うと、自立援助ホームに入った場合

しか 22 歳まで支援ができない。また、仮に自立援助ホ

ームに入ったとしても 22 歳で切れてしまうわけです。

これは補助事業の場合でも同じです。そこで二つ見直し

を考えたいと思っていまして、一つは、児童自立生活援

助事業。これは義務的経費の事業ですが、今は自立援助

ホームだけで実施しているところを、対象をほかの措置

のところにも広げるというところでして、例えば児童養

護施設、それから里親さんに委託された場合についても

同じく義務的経費というかたちで延長できる形にする。

また、22 歳という一律の上限についても柔軟化する。義

務的経費の対象を広げ、かつ、それから年齢要件も撤廃

するというかたちですので、二つ見直しをしたいという

ふうに思っています。 

２２歳の上限をいつまで延長するかですが、年齢では

なく、こどもの置かれている状況、それから本人の意向、

それから関係機関との関係で判断することになるという

ことです。これはリービングケアの観点で言うと、次の

支援に上手くつながっているかどうかというところが非

常に重要となりますので、この支援の見通しもないまま

追い出すということがないようなかたちにするというこ

とでございます。いずれにしてもこうしたかたちでリー

ビングケア、施設からの自立の支援というものをしっか

りする措置を講じる。さらに、アフターケアについては、

通所型で、施設等を卒業した方が通うような拠点につい

ても法定化する。これは義務的経費というわけではない

のですが、法定事業というかたちでアフターケアの事業、

拠点事業もしっかり法律に位置づけをするというかたち

にしてございます。これは来年度の予算事業で各県に、

各地域の中でケアリーバーに対するニーズ調査、それを

しっかりしていただく事業を位置づけています。 

これは予算事業なので、しっかり働きかけをしていき

たいと思っているのですが、県のほうがケアリーバーに

対する支援ニーズ、そこをしっかり把握していただく。

その上でアフターケアの事業をそれぞれの地域の実情に

応じて整備をいていただくというところが重要になるわ
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けです。そうしたアフターケアの事業についても「拠点

事業」というかたちで法律に位置づけますし、先程申し

上げた通りリービングケア、施設あるいは里親、措置か

ら旅立ちをするというところに対しても、22 歳で一律に

切るということではなくて、２２歳という一律の年齢上

限も撤廃いたしますし、また義務的経費ところで、自立

援助ホーム以外のところ、児童養護に入っている方につ

いてもサポートをするというような見直しをするという

ことでございます。 

在宅の関係は先程お話をしましたので、時間の関係も

あるので説明を省略したいと思います。この資料は、シ

ョートステイです。もともとは何らか家庭にニーズがあ

ったときに、お子さんについて預かるというものだった

んですが、これは右側の見直しのところの②と③をご覧

になっていただければと思うんですが、子どもと親を一

緒に入れる事業です。あるいはお子さん自身が、居場所

がないんだというかたちで入るような事業。そうした事

業を今回のショートステイに入れる。さらにこのショー

トステイ、数が足りないというところが問題ですので、

専用の居室、それから専用の人員、ここを作るというこ

とです。さらに今施設の空室を使うというかたちが多い

わけですが、こうした児家センとか保育所にも担い手に

なっていただいて供給を増やすというかたちに持ってい

きたいというふうに思います。 

それから訪問型の支援を作るというふうに申し上げま

したが、これはいくつかの例をお示ししています。浜松

の例、それからアンジュ・ママさん、豊後高田、大分県

の例を書いています。このサービスの中身として、養育

支援訪問は今まであったのですが、養育支援訪問はどち

らかというと指導の中身でした。今後ニーズがあるのは、

具体的な家庭での困り事を減らすということだと思いま

す。そこで必要となるのは家事支援、それから育児支援

です。こうした中身、家事支援、育児支援の中身の訪問

サービスというのを新たに市町村の事業として作ってい

くというところが重要で、そうした家庭の課題を解決す

るのにつながるような支援サービスを作っていきたいと

いうことでございます。妊産婦支援は先程申し上げまし

たので省略をしたいと思います。 

在宅指導措置について、これも前回の FLEC フォーラ

ムの中で強く議論がされた部分ですが、やはり在宅に返

すとき、先程一時保護にいたらずに返す、あるいは一時

保護から在宅に返すケース、もちろん施設から帰るケー

スもあると思うんですが、在宅に返すとき、何もなく返

すのではなくて、「在宅指導措置」というかたちで一定

の条件をつけて、しっかり観察をする、あるいは、支援

をしながら安全なかたちで在宅に返すというところが重

要になるわけです。そういう意味で在宅指導措置、これ

は現状でもあるわけですが、在宅指導措置の対応の中身

というところが非常に重要になってくるということでご

ざいます。 

今そうした在宅に対する支援は、児相も大変忙しいの

で、必ずしも十分やりきれるわけではないと言われてい

ます。そこで、この FLEC フォーラムでも議論になった

児家セン委託。これは補助金でやっているので、なかな

か十分に自治体のほうから支援の費用が支弁されない、

だから十分な支援ができないという課題が言われてきま

した。そこで指導措置について、これも措置ですから、

本来であれば義務的経費で見るべきだというような議論

がなされてきましたので、在宅指導措置の費用について

も、「義務的経費」化する方向で今検討しているという

ことでございます。そういう意味で、在宅指導措置とい

うかたちで家に帰して、家庭に帰したあともしっかりし

た支援とセットで家庭に帰すことができる、というとこ

ろが保障されるようになるわけです。そうした方向で、

これからこの在宅指導措置、具体的な中身について考え

ていきたいと思います。 

フォスタリング事業、これは先程も若干口頭で申し上

げましたが、これはチームで養育をするという観点で見

たとき、施設の場合は当然ながら複数の支援者で、指導

員の方で、チームで支援をするかたちになっているわけ

です。一方で、里親さんの場合については、構造的に 1

人というか、家庭のところでやらないといけないので、

何かあったとき頼れる先が十分ではないというところも

課題になるわけです。でもそれは本来チームで支援する、

施設との関係で見ると、若干おかしいという議論もある

と思います。そこで、フォスタリング機関と里親さん、

その両者がチームで支援をできるという観点で、フォス

タリング機関もこうした養育の担い手なのだと。そこで、
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「児童福祉施設」と言うと若干誤解があると思うのです

が、フォスタリング事業を児童福祉法上の「事業」とし

て明確に位置づけをする。その裏打ちとして義務的経費

で保障すると、簡単に言うとそういうことになります。 

委託に必要な手当が確実になされるように、都道府県

の支弁、それから国の負担というかたちで法律上に位置

づける。チームでちゃんと支援ができる、それからこれ

は FLEC フォーラムでも藤井さんがよく主張されていま

したけれども、夜中に何か支援を得たいときでもなかな

か児相に電話でつながらない。そういうことがないよう

に、今後はフォスタリング機関をしっかりした第 2 種社

会福祉事業というかたちに位置づけ、民間の担い手を作

る。その民間の担い手というのは NPO もあるかもしれ

ませんし、それから児童養護とか、乳児院とか、そうし

た施設の多機能化の一環として担い手になっていただく

こともあるかもしれない。そういうかたちで、しっかり

里親支援機関を、「里親支援センター（仮称）」と書い

ていますが、今のフォスタリング機関をさらに強化する。

その前提で、裏打ちとして、財源措置というところも義

務的経費で裏打ちをするという方向でいま検討を進めて

いるということでございます。 

いろいろ諸々の家庭養育、それからフォスタリング機

関も含めてですが、担い手としては、やはり施設が大き

く期待されるわけです。これは専門性を持っておられる

わけでありますので、そうしたこどもへの支援の専門性

というところを地域展開していただくというところを大

いに期待されているわけでして、このあたり、今後施設

団体の皆様も含めて、しっかり意見交換をし、検討をさ

せていただきたい。社会的養育専門委員会においても、

速やかに検討をするという話を言われていまして、さら

にその先にはケアニーズに応じた支援、これをしっかり

していくというところも含めて、中長期的な話、それか

ら足元の話、それから今回の制度改正で新たに位置づけ

られた事業の実施と、この三つの観点でしっかりと、施

設の皆様とも連携しながら、検討していきたいというふ

うに思っています。 

次に、その裏打ちとなる社会的養育推進計画、これも

サービスの整備というところも視野に入れた上での計画

というかたちにしっかり見直しをしていきたいと思いま

す。各県がいろいろな新しいサービス、今回提言したサ

ービスも含め、地域のニーズを踏まえ、地域に暮らして

いる方々のニーズを踏まえて、これぐらいのサービス量

が必要なのだというところを考えられる、そして具体的

な整備量というところも含めた目標を定める。そうした

計画に見直すということで、必要な支援サービス、これ

が全国遍く受けられるようなかたちで計画の見直しを検

討していくというところが大きな課題になっているわけ

です。社会的養育推進計画は、これは今どちらかという

と里親委託率というところにフォーカスされているわけ

ですが、もちろん里親委託推進も重要なのですが、その

実施の手段として多様な支援サービスの整備、このあた

りも視野に入れた体制整備のための取組みもしっかり強

化していきたいと思います。 

 なお、今日申し上げたような家庭支援の事業、これ

は法律改正を待たずして、実は補正予算で安心子ども基

金に積んで都道府県に用意をしています。冒頭、局長の

ほうからもお話がありましたが、こうした家庭支援の訪

問等のサービスだけじゃなく、いろいろなご紹介したサ

ービス、これを既に予算で用意をしています。602 億円、

安心こども基金に計上して積んでいる状況ですので、制

度改正を待たずして進めていきたいと思っています。 

最後、支援を必要とするこどもたちのために、という

ところでいくつか書かせていただきました。これは言う

までもないのですが、こどもの利益優先ということで、

家庭養育のあり方をしっかり考えていく必要があるとい

うふうに考えています。その際に、地域連携というとこ

ろがこれからのキーになるだろうと思います。家庭支援

の強化を図るために、いろんなところが連携をする。例

えば、保育所というのは、保育で預かってくれる本来の

事業というかたちだけではなくて、例えば身近な子育て

の支援拠点というかたちで活用されることも期待される

わけです。現に石川県ではマイ保育園みたいなかたちで

そういう地域ニーズに応じた活用がなされているわけで

す。ある意味、「脱自己完結」というかたちで、施設も

施設入所者だけではなくて、施設の専門性を地域展開す

る。里親さんも里親さんでいろいろなかたちで、例えば

ショートステイの担い手になっていただく。こうした地

域の様々な主体が「脱自己完結」というかたちで連携を



 

  

45 

 

第 4回 FLECフォーラム報告書 

 
基調講演 

してつながっていく、そういう地域づくりが必要になっ

てくるのではないでしょうか。今、制度改正でご紹介し

た様々な機能もそういう視点でご活用を検討していただ

ければと思っています。 

次の制度改正に向けて、ということですが、制度改正

を待つまでもなく、今できることはたくさんあると思い

ます。具体的には予算事業でいろいろ積ませていただい

ています。冒頭ご説明しました措置費の話もいろいろ家

庭支援というかたちで使えるものがあるわけです。その

先に連続するようなかたちで制度改正があるということ

で、制度改正はその前の予算事業等と非連続的に切れて

いるのではなくて、上手く連続させて、今できることを

その先に制度改正を見据えて何ができるかというところ

を、自治体や地域の関係者、当事者のみなさん、それか

ら地域の支援の担い手の皆さんと上手く連携して、もち

ろん国のほうもしっかり連携して、皆さんと目的を共有

して考えていきたいと思います。 

今日のフォーラムも、このあとパネルディスカッショ

ン等がありますが、こうした考え方をぜひ私どものほう

もしっかり勉強させていただいて、次につなげていくと

いうような取組みをしたいと思っております。5 分ほど

延長してしまいましたが、とりあえず今日の午後の議論

につなげるというかたちで話題提供をこれで終えさせて

いただきたいと思います。ご清聴ありがとうございまし

た。 
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